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○久喜市立幼稚園保育料等検討委員会条例 

平成２２年１２月２１日 

条例第２５６号 

（設置） 

第１条 久喜市立中央幼稚園及び久喜市立栗橋幼稚園（以下「久喜市立幼稚園」という。）

の保育料等（久喜市立幼稚園保育料等徴収条例（平成２２年久喜市条例第９０号）第１条

の保育料等をいう。以下同じ。）を検討するため、久喜市立幼稚園保育料等検討委員会（以

下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、久喜市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、久喜

市立幼稚園の保育料等に関する事項を審議し、答申するものとする。 

（組織等） 

第３条 委員会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

（１） 公募による市民 

（２） 市内の公立又は私立の幼稚園に通園している園児の保護者 

（３） 市内の公立又は私立の幼稚園園長 

（４） 学識経験を有する者 

３ 委員は、当該諮問に係る答申が終了したときは、解任されるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は、委員会の会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。ただし、委員委嘱後の最初の

委員会の会議は、教育委員会が招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、教育委員会学務課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育委員会が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（久喜市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 久喜市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成２２年久

喜市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

資料２ 
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○久喜市立幼稚園保育料等徴収条例 

平成２２年３月２３日 

条例第９０号 

改正 平成２３年６月３０日条例第１０号 

平成２８年３月２５日条例第２５号 

平成２９年３月２２日条例第１９号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、久喜市立幼稚園（以下「幼稚園」という。）の保育料、長期預かりに

係る保育料（以下「長期預かり保育料」という。）、一時預かりに係る保育料（以下「一

時預かり保育料」という。）及び通園バス使用料（以下これらを「保育料等」という。）

の徴収に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 預かり保育 幼稚園の教育課程に係る教育時間以外の時間帯において、希望する

者を対象として行われる教育活動をいう。 

（２） 長期預かり保育 月又は年間を単位として実施する預かり保育をいう。 

（３） 一時預かり保育 日を単位として実施する預かり保育をいう。 

（保育料等の額） 

第３条 園児１人あたりの保育料の額は、別表第１のとおりとする。 

２ 園児１人あたりの長期預かり保育料、一時預かり保育料及び通園バス使用料の額は、別

表第２のとおりとする。 

（納入義務者） 

第４条 保育料等の納入義務者は、園児の保護者とする。 

（保育料等の徴収） 

第５条 保育料並びに長期預かり保育料及び一時預かり保育料は、毎月１０日（４月にあっ

ては、２０日）までに徴収する。ただし、その月の１０日（４月にあっては、２０日）が

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」と

いう。）、日曜日又は土曜日に当たるときは、その日後において、その日に最も近い休日、

日曜日又は土曜日でない日までに徴収する。 

２ 通園バス使用料は、通園時にバスを使用する園児の保護者から保育料と併せて徴収する。

ただし、８月分は徴収しない。 

３ 保育料、長期預かり保育料、一時預かり保育料及び通園バス使用料は、園児が月の途中

で退園し、休園し、又は死亡したときは、その月分まで徴収する。ただし、夏季休業日を

除き、園児の欠席又は出席停止の期間が月の全部にわたるときは、その月分の保育料、長

期預かり保育料、一時預かり保育料及び通園バス使用料は徴収しない。 

（保育料等の徴収猶予及び減免） 

第６条 市長は、保育料等の支払が困難であること、その他特別の理由があると認めるとき

は、保育料等の徴収を猶予し、又は減免することができる。 

（保育料の滞納に関する措置） 

第７条 久喜市教育委員会は、保育料等の督促状の指定期限を経過した後においても当該保

育料等の納入義務者が滞納している場合には、当該園児の登園の停止又は退園をさせるこ

とができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、保育料等に関し必要な事項は、教育委員会規則で定

める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年３月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の久喜市立幼稚園保育料徴収条例（昭和４９

年久喜市条例第３９号）又は栗橋町立幼稚園保育料等徴収条例（平成１７年栗橋町条例第

１３号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定

によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２３年６月３０日条例第１０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に入園した園児に係る入園料の納入については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２８年３月２５日条例第２５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前までに入園した園児に係る保育料に

ついては、なお従前の例による。 

３ 施行日から平成３１年３月３１日までの間、別表第１中「１２，０００円」とあるのは

「８，０００円」と、「１５，２００円」とあるのは「１０，２００円」と、「１８，５

００円」とあるのは「１２，８００円」と読み替えるものとする。 

附 則（平成２９年３月２２日条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

階層区分 定義 保育料（月額） 

A 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世

帯（単給世帯含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による

支援給付受給世帯 

０円

B 市民税非課税世帯 ０円

C１ 

市民税所得割課税額が次の

区分に該当する世帯 

７７，１００円以下 １２，０００円

C２ 
７７，１０１円以上 

２１１，２００円以下 

１５，２００円

C３ ２１１，２０１円以上 １８，５００円

備考 

１ 「所得割課税額」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項

第２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７、第

３１４条の８、同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項

の規定は適用しないものとする。）の額をいう。 

なお、同法第３２３条に規定する市民税の減免があった場合には、その額を所得割

の額から順次控除して得た額を所得割の額とする。 

２ 階層区分の認定については、４月分から８月分までは前年度の市民税額、９月分か

ら３月は当該年度の市民税額により決定する。 
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３ 階層区分の認定については、その児童と同一世帯に属して生計を一にしている父母

及びそれ以外の扶養義務者（家計の主宰者である場合に限る。）のすべてについて、

それらの者の課税額の合計額により行う。 

４ 同一世帯に小学校３年生以下の児童が２人以上いる場合、最年長の児童から順に２

人目は別表第１に定める額の半額とし、３人目以降は無料とする。 

別表第２（第３条関係） 

幼稚園の名称 

 

保育料等の項目 

久喜市立中央幼稚園 久喜市立栗橋幼稚園 

長期預かり保育料 月額７，０００円。ただし、８月は月額１５，０００円 

一時預かり保育料 日額５００円。ただし、８月は日額１，０００円 

通園バス使用料 ― 月額２，０００円 
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○久喜市立幼稚園管理規則 

平成２２年３月２３日 

教育委員会規則第２４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第３３条の規定に基づき、久喜市立幼稚園の管理運営の基本的事項について定めるも

のとする。 

（入園の資格） 

第２条 幼稚園に入園することのできる者は、久喜市に住所を有する満４歳から小学校就学

の始期に達するまでの幼児とする。 

（園児の募集及び選考） 

第３条 幼稚園の園児の募集及び選考に関して必要な事項は、久喜市教育委員会（以下「教

育委員会」という。）が別に定める。 

（定員及び学級編制） 

第４条 幼稚園の園児の定員は、次のとおりとする。 

（１） 久喜市立中央幼稚園 １９８人 

（２） 久喜市立栗橋幼稚園 １２０人 

２ 久喜市立栗橋幼稚園の定員は、１２０人であるが、これに若干の障がい児を加えた数と

することができる。 

３ 園長は、毎学年の初め教育委員会の承認を受けて学級を編制するものとする。 

（保育年限） 

第５条 幼稚園の保育年限は、２年とする。ただし、特別の場合は、１年とすることができ

る。 

（学年及び学期） 

第６条 幼稚園の学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

２ 学期は、次の３学期とする。 

第１学期 ４月１日から８月３１日まで 

第２学期 ９月１日から１２月３１日まで 

第３学期 １月１日から３月３１日まで 

（休業日等） 

第７条 幼稚園の休業日は、次のとおりとする。 

（１） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（２） 日曜日及び土曜日 

（３） 県民の日を定める条例（昭和４６年埼玉県条例第５８号）に規定する日 

（４） 開園記念日 

（５） 春季休業日 ４月１日から４月８日まで 

（６） 夏季休業日 ７月２１日から８月３１日まで 

（７） 冬季休業日 １２月２５日から翌年１月７日まで 

（８） 学年末休業日 ３月２６日から３月３１日まで 

（９） 前各号に定めるもののほか、園長が保育上特に必要と認め、教育委員会の承認を

受けた日 

２ 園長は、保育上必要があると認めたときは、教育委員会の承認を受けて休業日に授業を

行うことができる。 

（教育課程の編制） 

第８条 幼稚園の教育課程は、幼稚園教育要領（平成２０年文部科学省告示第２６号）及び

埼玉県幼稚園教育課程編成要領により園長が編制し、教育委員会に届け出なければならな

い。 
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２ 園長は、前項に規定する教育課程を編制するに当たっては、園児の心身の発達上の特質

等を考慮して編制しなければならない。 

３ 園長は、その年度において実施する教育計画を、４月３０日までに教育委員会に届け出

なければならない。 

 

（保育日数等） 

第９条 幼稚園の年間の教育週数は、特別の事情のある場合を除き、３９週を下ってはなら

ない。 

２ 保育時間は、１日４時間を標準とする。 

（行事等の届出） 

第１０条 保育活動の一環として行う遠足その他の行事については、実施７日前までに教育

委員会に届け出なければならない。 

（職員） 

第１１条 幼稚園に次の職員を置くものとする。 

園長 

副園長 

教諭 

２ 前項に規定する職員のほか、必要により、助教諭及びその他必要な職員を置くことがで

きる。 

（幼稚園評議員） 

第１２条 幼稚園に、幼稚園評議員を置くものとする。 

２ 幼稚園評議員は、園長の求めに応じて、園長が行う園運営に関し、意見を述べ、又は助

言を行うものとする。 

３ 前２項に規定するもののほか、幼稚園評議員の運営に関し必要な事項は、教育委員会が

定める。 

（園医の委嘱） 

第１３条 幼稚園に園医を置くものとする。 

２ 園歯科医及び園薬剤師は、必要により置くことができる。 

（修了証書の授与） 

第１４条 園長は、所定の課程を修了した園児に対し、修了証書（様式第１号）を授与する

ものとする。 

（園児の出席停止） 

第１５条 園長は、感染症疾患にかかり、又はそのおそれのある園児があるときは、その保

護者に対し、当該園児の出席停止を命ずることができる。 

２ 園長は、前項に規定する処置を行ったときは、出席停止命令報告書（様式第２号）によ

り、その状況を速やかに教育委員会に報告しなければならない。 

（教職員の園務の分掌） 

第１６条 所属職員の園務の分掌は、園長が定める。 

（表簿） 

第１７条 幼稚園は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第２８条に規定

する表簿のほか、次に掲げる中欄の表簿を備え、それぞれ右欄に定める期間保存しなけれ

ばならない。 

 

番号 表簿の種類 保存期間 

１ 幼稚園沿革誌 永久 

２ 修了証書授与台帳 永久 

３ 旧職員の名簿及び履歴書綴 永久 
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４ 幼稚園要覧 ５年 

５ 公文書綴 別に定める期間 

６ 統計表綴 学校教員統計調査規則（昭和２８年文部省令第１２

号）、学校基本調査規則（昭和２７年文部省令第４号）及び学校

保健統計調査規則（昭和２７年文部省令第５号）に基づき行われ

る調査の基礎となった資料等 

５年 

７ 教育計画書綴 ５年 

８ 職員の任免その他の進退に関する文書綴 ５年 

９ 職員調査表 ５年 

１０ 職員旅行命令簿、職員超過勤務命令簿 ３年 

１１ 願書、届書綴 ３年 

１２ 職員会議録 ３年 

１３ 幼稚園日誌 ３年 

２ 前項の表簿中、第４号及び第９号は、毎年５月１日現在で作成したものを同月末日まで

に教育委員会に報告しなければならない。 

（その他） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定

める。 

附 則 

この規則は、平成２２年３月２３日から施行する。 
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○久喜市教育・保育に係る保育料に関する規則 

平成２７年３月２４日 

規則第１６号 

改正 平成２８年９月２９日規則第６４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

に規定する特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の利用に要する保育料に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の定義は、法において使用する用語の例による。 

（保育料） 

第３条 法に規定する特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を利用する小学校就学前

子どもの保育料は、別表第１に定める額とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、法の施行の日から施行する。 

（適用除外） 

２ 第３条の規定は、久喜市立幼稚園設置条例（平成２２年久喜市条例第８９号）第２条に

規定する幼稚園には、適用しない。 

附 則（平成２８年９月２９日規則第６４号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の久喜市教育・保育に係る保育料に関する規則

の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 

別表第１（第３条関係） 

（１） 教育の提供を受ける場合の保育料基準額表 

階層 

区分 
定義 

徴収金基準額（月額） 

３歳児 ４歳以上児 

A 

生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）による被保護世帯（単給

世帯含む。）及び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）による

支援給付受給世帯 

０円 ０円

B 市民税非課税世帯 ０円 ０円

C１ 市民税所得

割課税額が

次の区分に

該当する世

帯 

７７，１０１円未満 １３，９００円 １２，０００円

C２ 
７７，１０１円以上 

２１１，２０１円未満
１７，７００円 １５，２００円

C３ ２１１，２０１円以上 ２１，５００円 １８，５００円
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（２） 保育の提供を受ける場合の保育料基準額表（３歳以上児） 

階層 

区分 

定義 徴収金基準額（月額） 

３歳児 ４歳以上児 

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間 

A 

生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）に

よる被保護世帯（単給

世帯含む。）及び中国

残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律

（平成６年法律第３０

号）による支援給付受

給世帯 

０円 ０円 ０円 ０円

B 市民税非課税世帯 ０円 ０円 ０円 ０円

C 
市民税均等割のみ課税

世帯 
４，７００円 ４，６００円 ４，７００円 ４，６００円

D１ 
市民税

所得割

課税額

が次の

区分に

該当す

る世帯 

７，８００円未

満 
５，４００円 ５，３００円 ５，４００円 ５，３００円

D２ 

７，８００円以

上 

４８，６００円

未満 

６，５００円 ６，３００円 ６，５００円 ６，３００円

D３ 

４８，６００円

以上 

６０，７００円

未満 

７，３００円 ７，１００円 ７，３００円 ７，１００円

D４ 

６０，７００円

以上 

６５，０００円

未満 

９，０００円 ８，８００円 ９，０００円 ８，８００円

D５ 

６５，０００円

以上 

７７，０００円

未満 

１１，３００円 １１，１００円 １１，３００円 １１，１００円

D６ 

７７，０００円

以上 

８７，０００円

未満 

１５，９００円 １５，６００円 １５，９００円 １５，６００円

D７ 

８７，０００円

以上 

９７，０００円

未満 

２１，８００円 ２１，４００円 ２１，８００円 ２１，４００円

D８ 

９７，０００円

以上 

１３０，０００

円未満 

２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円
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D９ 

１３０，０００

円以上 

１５０，０００

円未満 

２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円

D１０ 

１５０，０００

円以上 

１６９，０００

円未満 

２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円

D１１ 

１６９，０００

円以上 

１８５，０００

円未満 

２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円

D１２ 

１８５，０００

円以上 

１９０，０００

円未満 

２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円

D１３ 

１９０，０００

円以上 

２１１，０００

円未満 

２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円

D１４ 

２１１，０００

円以上 

３０１，０００

円未満 

２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円

D１５ 
３０１，０００

円以上 
２７，２００円 ２６，７００円 ２３，５００円 ２３，１００円
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（３） 保育の提供を受ける場合の保育料基準額表（３歳未満児） 

階層 

区分 

定義 

徴収金基準額（月額） 

３歳未満児 

保育標準時間 保育短時間 

A 

生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による被保護世帯（単

給世帯含む。）及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付受給世帯 

０円 ０円

B 市民税非課税世帯 ０円 ０円

C 市民税均等割のみ課税世帯 ７，０００円 ６，８００円

D１ 市民税

所得割

課税額

が次の

区分に

該当す

る世帯 

７，８００円未満 ７，７００円 ７，５００円

D２ 

７，８００円以上 

４８，６００円未満 

８，８００円 ８，６００円

D３ 

４８，６００円以上 

６０，７００円未満 

９，６００円 ９，４００円

D４ 

６０，７００円以上 

６５，０００円未満 

１１，３００円 １１，１００円

D５ 

６５，０００円以上 

７７，０００円未満 

１３，６００円 １３，３００円

D６ 

７７，０００円以上 

８７，０００円未満 

１８，２００円 １７，８００円
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D７ 

８７，０００円以上 

９７，０００円未満 

２４，１００円 ２３，６００円

D８ 

９７，０００円以上 

１３０，０００円未満 

３０，３００円 ２９，７００円

D９ 

１３０，０００円以上 

１５０，０００円未満 

３７，８００円 ３７，１００円

D１０ 

１５０，０００円以上 

１６９，０００円未満 

４２，６００円 ４１，８００円

D１１ 

１６９，０００円以上 

１８５，０００円未満 

４６，７００円 ４５，９００円

D１２ 

１８５，０００円以上 

１９０，０００円未満 

５０，６００円 ４９，７００円

D１３ 

１９０，０００円以上 

２１１，０００円未満 

５１，０００円 ５０，１００円

D１４ 

２１１，０００円以上 

３０１，０００円未満 

５１，５００円 ５０，６００円

D１５ ３０１，０００円以上 ５２，０００円 ５１，１００円

備考 

１ 「均等割課税額」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１

号に規定する均等割の額をいい、「所得割課税額」とは、同項第２号に規定する所得割（こ

の所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７、第３１４条の８、同法附則第５条第３

項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は適用しないものとする。）の額を

いう。 

なお、同法第３２３条に規定する市民税の減免があった場合には、その額を所得割の額又は

均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。 

２ 階層区分の認定については、４月分から８月分までは前年度の市民税額、９月分から３

月は当該年度の市民税額により決定する。 

３ 階層区分の認定については、その児童と同一世帯に属して生計を一にしている父母及び

それ以外の扶養義務者（家計の主宰者である場合に限る。）のすべてについて、それらの者

の課税額の合計額により行う。 

４ 「３歳未満児」とは、年度の初日の前日（以下「基準日」という。）において３歳に達

していない児童をいい、「３歳児」とは、基準日において３歳の児童をいい、「４歳以上児」

とは、基準日において４歳以上の児童をいう。 
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５ ３歳未満児又は３歳児として入所した児童が当該入所した年度の途中において、年齢が

それぞれ３歳又は４歳に達した場合においても、当該年度においては、それぞれ３歳未満児

又は３歳児とみなすものとする。 

６ 年度途中において入所した児童については、４の規定により年齢を区分し、その年齢を

当該年度の末日までの間、その児童の年齢とみなすものとする。 

７ （１）の表において、同一世帯に小学校３年生以下の児童が２人以上いる場合、最年長

の児童から順に２人目は基準額表に定める額の半額とし、３人目以降は無料とする。 

８ （２）の表又は（３）の表において、同一世帯から２人以上の小学校就学前児童が保育

所、幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に

入所又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している場合において、最年長の

児童から順に２人目は基準額表に定める額の半額とし、３人目以降は無料とする。 

９ ７の規定にかかわらず、（１）の表において、要保護者等（子ども・子育て支援法施行

令（平成２６年政令第２１３号）第４条第４項に規定する要保護者等をいう。以下同じ。）

がいる市町村民税所得割額が７７，１０１円未満の世帯（A階層及び B階層の世帯を除く。）

について、児童が幼稚園又は認定こども園を利用している場合の当該児童に係る保育料は、

児童の保護者と生計を一にしている最年長の児童から順に１人目については、基準表に定め

る額の半額とし、２人目以降については無料とする。 

１０ ７の規定にかかわらず、（１）の表において、市町村民税所得割額が７７，１０１円

未満の世帯（A階層及び B階層の世帯を除く。）について、児童の保護者と生計を一にして

いる最年長の子どもから順に２人目以降の児童が幼稚園又は認定こども園を利用している場

合の当該児童に係る保育料は、２人目については、基準表に定める額の半額とし、３人目以

降については無料とする。 

１１ ８の規定にかかわらず、（２）の表又は（３）の表において、要保護者等がいる市町

村民税所得割額が７７，１０１円未満の世帯（A階層及び B階層の世帯を除く。）について、

児童が保育所、認定こども園又は特定地域型保育事業を利用している場合の当該児童に係る

保育料は、児童の保護者と生計を一にしている最年長の子どもから順に１人目については、

基準表に定める額の半額とし、２人目以降については無料とする。 

１２ ８の規定にかかわらず、（２）の表又は（３）の表において、市町村民税所得割額が

５７，７００円未満の世帯（A階層及び B階層の世帯を除く。）について、児童の保護者と

生計を一にしている最年長の子どもから順に２人目以降の児童が保育所、認定こども園又は

特定地域型保育事業を利用している場合の当該児童に係る保育料は、２人目については、基

準表に定める額の半額とし、３人目以降については無料とする。 

 

 


